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　Y₁ は A と家屋賃貸借契約を結び，その期間は
2004 年 7 月 22 日から 2009 年 7 月 21 日までであ
る。その後，2004 年 12 月 20 日に，X は競売を
通じて A の当該家屋所有権を取得したが，X は
Y₁ と新たな賃貸借契約を締結しなかった。（以下
1 行分原文意味不明）2009 年 12 月 25 日に，X と
Y₁ は補充的に賃貸借契約を締結した。その約定
の内容は，賃貸借の期間は 2009 年 7 月 21 日から












かつ 2010 年 7 月 21 日から 8 月 20 日までの賃料
15,500 元を支払った。 その後，Y₁ は当該家屋に
て経営していないが，X との間での家屋引渡手続
は済ませていない。そこで，X は Y₁ に対して，




　裁判所は X の上記 1～3 の請求のうち，2 の未
払分の賃料（2010 年 8 月 21 日から 2011 年 4 月 9





























　Y は X の建物の 3・4 階部分を賃借する契約を
締結，Y が期日どおりに賃料を支払わなかったた
め，X はこの契約を解除し，賃料 306,000 元，電
気代 53,005.9 元，水道代 6,857.2 元，エレベーター
維持修理費 6,720 元，合計 372,583.1 元の支払を
求めて訴訟を起こした。
裁判所の判断
　1 審では「Y は…違約を構成する。Y は契約期
間の賃料および使用した電気，水道，エレベー
ター維持修理費を X に支払うべきである。ただ







で き な い 」 と し て，Y は X に 対 し て， 賃 料
156,000 元，水道・電気代 26,664.9 元，エレベー
ター維持修理費 5,320 元，合計 187,984.9 元を支
払うことを命じた。賃料でいえば請求額 306,000






き賃料につき，1 審は 2013 年 3 月 1 日から 7 月
31 日までの賃料 156,000 元と算定したのに対し





　発注者 Y は月餅の生産を X に委託，X は月餅
35,000 個を作ることを約定する。そのうち 25,000
個については，X は Y に引き渡したが，当該個
数の代金につき Y は 319,650 元を未払で，かつ残
りの 10,000 個については品物の引渡しの猶予を
X に通知した。そこで，X は未払代金の支払と，



































































6227001120370 の口座から 300 万元を X の上記口
座に振り込んだ。X が訴えを提起するまでに，X
の口座には全部で 310 万元の預金があり，その中
の，2008 年 3 月 7 日に X の口座に預け入れた 10
万元については，その存在を証明する証拠が X
にはなかった。2008 年 3 月 7 日，案外人苗某は
X の預け置いた印鑑を偽造して，X の預金口座の
資金 306.18 万元を二度にわたって蒋某と塔某会
社の口座に転送した。2008 年 4 月 23 日，苗某は
同じ手段で X の口座の資金 3.6 万元を苗某の口座
に振り込んだ。それらの振込額は合計で 309.78
万元である。2008 年 4 月，X および李甲は苗某
が 300 万元の資金を転送したことを知ったが，公
安機関にはずっと報告しなかった。2009 年から
X はしばしば Y に対して当該口座の預金と利息
を引き出すことを要求したが，Y はいろいろな理
由をつけて引き延ばし，責任を転嫁した。そこ
で，X は 2010 年 3 月 10 日，預金元本 300 万元，
利息 4 万元，損失 10 万元の支払を求めて裁判所
に訴えを提起した。
裁判所の判断
　1 審中級法院は，X と Y は預金契約を締結した







則 75 条 1 項（個人財産所有権），同 111 条（違約
責任の一般的条項），最高法院「預金証書紛糾案
件を審理するうえでの若干の規定」5 条 2 項 2 号
（証拠の真実性に関する訴訟手続上の規定）によ
り，1，Y は X に預金元本 300 万元の 80％の 240
万元および利息を支払うこと，2，Y は X に損失







　2 審は 1 審の 1 の判決部分を変更した。すなわ
ち「本案の基本的事実を総合し，当該損失の発生




























断は 1 審，2 審，そして抗訴理由のいずれとも異
なるものであった。最高法院の判断は以下のとお








X の放任行為は，客観的には Y が事件発生の直
後に苗某から騙し取られた金員を取り返す機会を



















　Y と A（日本人）が婚姻継続中に，Y はその
共同所有の家屋の売買契約を X と締結し，X に


































　この 1，2 審の判決を不服として，Y は北京市
検察院に申訴し，これをうけて北京市検察院は以
下のような抗訴，すなわち「X と Y の売買契約
は 2011 年 9 月 20 日に無効と確認されている。し
かるに 1 審訴訟での家屋評価額報告は 2012 年 3
月 19 日の時点のものであり，当該評価報告が適








X が係争家屋を購入したとき，すでに Y が既婚
状態にあり，当該家屋が夫婦関係存続期間中に購
入したことを知っており，Y が A の家屋売却同
意を得たことを証明する証拠を提供しない状況の
もとで契約を締結しており，この点に落ち度があ
る」との抗訴を提起した。すなわち X が 2011 年






































































































　X₁ が Y に家屋を賃貸する契約を締結し，その
期間を 2011 年 12 月 1 日から 2014 年 11 月 30 日
までとした。この期間中の 2012 年 12 月に X₁ は
X₂ に当該家屋を売却することを約定し，2013 年
6 月 4 日，X₂ は所有権を取得した。同年 6 月 6
日，X₁X₂Y の三者は共同で契約を締結し，当該
家屋はすでに X2 に売却され，当該家屋の賃貸期
間は 2013 年 10 月 15 日までとすること，期日が
到来すると，Y は無条件で家屋を返還すること等
を約定した。
　ところで，2013 年 10 月 18 日に X₂ の夫の B




日が過ぎても Y は X₁ に返還せず，その結果，X₂
は A に対して 15,600 元の違約金を支払い，その
損失の賠償を Y に請求した。
裁判所の判断





定 す る。2013 年 10 月 18 日，X₂ の 夫 の B が A
と賃貸借契約を締結したとき，X₂ はすでに Y が











きなかったことにあり，したがって X₂ の 15,600
元の損失賠償の請求は法律の規定に符合しない。
以上のような判断のもと，契約法 97 条，107 条，










は X₂・B が Y の違約の後の拡大損失の回避を
怠ったことによって発生したものではなく，


































このことから，A が X の要求にもとづいて係争
家屋を修復する意図がなかったことは明らかであ
り，X は別途，他人に修理を委託して，その損失




せた損失に属し，X は A に賠償を要求する権利
を有しない。















































　A は X の委託を受けて建設工事を請負い，そ
の工事期間中に A は Y に吸収され，Y はそのま
ま A に工事を授権し，A が完成後引き渡した工
事が不合格で，地下室の大半が浸水し，屋根は漏
水したとして，X は Y に対して，その修理費 12
万元，地下室が使用できなかったことによる損失








Y は X に①地下室解体修理費 73,203 元を賠償す
る こ と， ② 地 下 室 使 用 不 能 に よ る 経 済 損 失





















ては，⒜ Y が契約締結時に予見できた 1 年以内








分は X が自ら負担する。原審の，X が 30％，Y
が 70％を負担するとの原審判決は契約法 119 条
の規定に符合せず，本院はこれを正す」として，





により 1 年以内の 153,000 元のみを Y は負担する










































































と埠頭ストック費が発生し，X は Y に対して貨
物の損失額 70,104.49 米ドル（430,755 元），貨物
引取損失額 471,849 元等の支払を求めて訴えを提
起した。
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裁判所（海事法院）の判断






















被 っ た 損 失 は 467,240 元 で， そ の 半 額 分 の
233,620 元の支払を Y に命じた。問題となるのは，
その根拠となる適用条文である。裁判所は契約法










　X と Y は技術サービス契約を締結し，その約
定は以下のとおりであった。Y はセメント工場の
回転窯システムの技術改善を行う。契約価額総額
は 820 万元で，工期は設備等の制作は 2003 年 12
月 31 日からで，生産を停止し，改造をするプロ
ジェクトは 2003 年 12 月 1 日より開始する。代金
支払方法は，Y の施工人員が工事現場に入った後
に 100 万元，10 月中旬に 200 万元，11 月中旬に
200 万元，12 月中旬に 100 万元，残額 220 万元は
1 年以内に完済する。完成後の製品で生産目標 1
日あたり 1,500 トンを達成できないときは，1 ト
ンにつき 1 万元の違約金を支払う。
　契約締結後，2004 年 3 月に技術改善工事は完
了，しかし Y は竣工報告をせず，X に設計図お
よび技術資料を引き渡さず，3 月 10 日，技術改
善後の回転窯システムを動かしてみたところ，当
該完成製品は 1 日あたりの生産トン数は 1,200 ト
ンで目標の 1,500 トンには達しなかった。そこで，
X は，Y に対して，製品の改造失敗による違約金
300 万元の支払，1 日あたり 1,500 トンの目的を
達成するために必要な改善費用 335 万元，技術改






























責任），119 条 2 項（減損規則），120 条（双方違
約）等の規定を適用し，Y に対しては①違約金
300 万元，②継続技術改善費用 335 万元，③ X の























は終了期間が 2007 年 4 月までとなっていたが，












り 2 審と異なっている。すなわち，③の X に与
えた経済損失 760,548.64 元（2,262,357.02 元の請
求は理由不成立）および工事停止によって Y に
与えた工賃増加損失 313,354.65 元の各請求を認


















では 120 条と併用）で 119 条が適用されている
が，誤用である。
⑶　違約者の側からの減損規則適用の事例




年 4 月 1 日から 2009 年 3 月 31 日までの 1 年，賃
料は 64,800 元とするものであった。その後，X
は都市防火対策の要求により，安全措置を講ずる
必要があり，2009 年 1 月 20 日から営業停止の通
知を発し，執行を拒んだ場合は強制立ち退きにあ
うことを伝えた。また 2011 年 8 月 8 日，市場の
建設物に対して全体的な改造を行うことになり，
そのため 15 日以内に各テナントは立ち退くこと
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を要求，期間内に立ち退いた場合は，2009 年 1
月 20 日から契約終了までの賃料を免除すること
を Y に伝えた。しかし，この通知後も，Y は借




















定的に計算しても 2011 年 11 月 31 日まで，占用





がって Y の，X に対する経営損失賠償の要求は
支持しない。契約法 119 条等により，Y は X に










　X と Y は某品物甲の売買契約を締結，Y は X
から 1 キロ当たり 12 元の価格で，2008 年 3 月 18
日から 9 月 5 日にかけて甲を購入，代金のうち











98,948 元を得た。契約法 119 条により Y の行為
は法律の規定に違反していない。したがって価格
を下げて販売したことの損失は X が賠償すべき
である。契約法 107 条，119 条等により Y は X
に①未払代金 13,244 元を支払うべきである。②
X は Y が価格を下げて販売したことによる損失
70,678 元を賠償すべきである。
　この 1 審判決において，裁判所は Y が不合格
品の価額を減額して転売した行為につき 119 条を
適用しているが，疑問である。何故なら裁判所自








として上記 1 審の①，②を取り消し，Y は X に
代金 56,544 元を支払うことを命じた。2 審での適







約を締結，X は各種規格のコンクリートを Y に




が生じ，X は訴訟を提起し，Y は代金 253,138 元
を支払うこと，Y は支払期日徒過の利息を支払う
ことを求めた。これに対して，Y も反訴を提起








リート亀裂の原因をなした。施工方 A と Y は施
工請負契約を締結し，X に対しては Y にも責任
がある。施工過程でコンクリートにポンプを使用
して水を加えることができなかったことについて























せた損失に属し，Y は X に賠償を要求する権利




る。Y は X に賠償を要求する権利はない。以上
…当事者の過失責任，違約行為を総合して，Y が
損失を拡大させた行為を考慮し，⒝本案は，原審













































借契約を締結し，X は，借款期限 360 ヶ月，Y₁
は Y₂ と共同所有の家屋を抵当にすることを条件
として，Y₁ に 61 万元を貸し付けたが，Y₁ は契
約締結の 2 ヶ月後から元本・利息を返済しなくな
り，そこで，X は Y₁ に対して，元本の未払額
578,715.11 元を返済すること，2011 年 12 月 1 日



































と，弁護士費用額 24,702 元（29,702 元－5,000 元）
は「損失の拡大」に含まれているということにな







　事件の概要は，X（農村合作銀行）が Y に 33
万元を貸し付けたが，返済期限が来ても Y は返

























登 案（（2009） 温 瓯 商 初 字 第 723 号 ）， 林 偉 案


































































だけでなく，逸失利益［予期利益］を 2011 年 3
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月 12 日から計算して 2013 年 3 月 12 日までの 2






















西省西民一終字第 00934 号）のみが「Y₁ は，X
は 2010 年 7 月 6 日に当該書簡を受け取ったと主
張し，X はこれを否認し，あわせて 2010 年 8 月
15 日に当該書簡を受け取ったと称している。Y₁
はその主張する十分な証拠を提供できていない。




























　X と Y は 2008 年 8 月 4 日，鉱工業産品売買契






品を購入原料価格にトン当たり 30 元から 120 元
加算して販売するというものであった。契約締結
後，鉄鉱石の市場価格が大幅に下落し始め，2009
年 2 月時点で契約価格の 50％前後まで下落し，
2010 年 4，5 月になると市場価格は回復し，契約
締結時の価格に近づいた。
　2008 年 8 月，X は Y に人員を派遣した。2009
年 2 月 11 日，X はファックスを Y に送り，契約
義務を履行して代金を支払うよう催促した。Y は




年当たりで計算，2008 年から 2009 年まで借用代
として 4,815,131.82 元を A に支払った。Y は代金
支払と品物の引取義務を履行せず，X は 2009 年
5 月 20 日，訴えを提起し，Y が履行拒絶してい
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すなわち，2009 年 2 月 12 日をもって双方の契約
解除の時点とし，当該時点における同類産品の市
場価格は乾トン当たり 850 元で，これは契約での







た。すなわち，X の差額損失 17,200,000 元を賠償




　まず，契約の履行期到来の時期は 2008 年 8 月















としても，起算時点は契約締結時（2008 年 8 月 4
日）から契約履行満了時（2008 年 8 月 31 日）ま








契約が解除されたので，Y は X に対して，解除
によって生じた損失を賠償すべきである。Y は契
約法 107 条，113 条 1 項（損害賠償範囲）により
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ントアウトした 2010 年前後の事例だけでも 350
例余が存する。1999 年制定以後，現在に至るま
での 119 条関連裁判例はおそらく数千例にのぼる
















































の 1 項は双方違約規定，2 項の下線部は上記司法
解釈 30 条を一般法化したものである。これに契
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